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概要– 複数の意思決定主体が存在する SoS 構造を持った社会システムを適切に設計・解析する社会シミュレー
ションの実現に向け，我々は各システム構成要素の時空間レベルに適したモデル化を可能とするマルチスケール
モデリングに関する研究を進めている．本稿では，新興感染症蔓延下の都市の社会生活を対象に，提案手法を適
用し複数意思決定主体間の相互作用がシステムに与える影響に着目し解析を行う．
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1 はじめに

第 6期科学技術・イノベーション基本計画では，シ
ステム間連携に基づく Society 5.0（超スマート社会）
の具現化が目標の一つとして謳われている．そしてシ
ステムの連携協調により持続的な価値やサービスを創
出する社会の実現には，System of Systems（SoS）の
概念が重要となる 1)．SoSとは，各々がシステムと見
なせる要素の集まりであり，個々の要素システムが独
立に動作できるという運用的独立性とシステムの管理
権限を個々の要素システムが持つという管理的独立性
を有するものである 2)．SoSの特徴として時空間レベ
ルの異なる様々なサブシステムを包含していることが
挙げられる．それらのシステム群は社会共通のマクロ
レベルを媒介とし，メゾ・ミクロレベルにおいて細か
な時空間粒度をもつ様々な異種システムが混在しなが
ら展開されるという一般的な階層構造を有している 3)．

一方で，従来のモデリング手法はそれぞれのレベル
で独立して適用されており，SoS構造を持つシステム
を適切に設計・解析できる一貫性のあるモデリング手
法が求められている．そこで我々は，それぞれの要素
をその時空間レベルに適したモデリング手法を用いて
モデル化し統合するマルチスケールモデリングに着目
し，その概念を取り入れた複数の意思決定モデルを統
合するためのモデリング手法を提案した 4)．本稿では，
新興感染症蔓延下の都市の社会生活を対象に提案手法
を適用するとともに，複数の意思決定主体間の相互作
用が対象システムに与える影響に着目し解析を行う．

2 マルチスケールモデリングによる社会シ
ステムの統合モデル化

社会システムにおける複数の意思決定主体の相互作
用を捉えるため，我々はマルチスケールモデリングの概
念に基づき複数の意思決定モデルを統合するためのモ
デリング手法を提案している．本章ではマルチスケー
ルモデリングの概念と統合モデル化に必要となる意思
決定主体の体系化について述べた後，提案している統
合モデル化について説明する．

Fig. 1: 従来手法とマルチスケールモデリングの概要

2.1 マルチスケールモデリング
現実の多くの現象は広範囲の時間的・空間的スケー

ルを包含しているため，従来のモデリング手法では対
象外のスケールの現象を仮定や条件でしか取り込むこ
とができず，スケールの境界付近の現象を捉えること
は困難であった（Fig. 1: Upper）．そこで我々は，異な
るスケールのモデルを同時に検討できるマルチスケー
ルモデリング（Fig. 1: Bottom）に注目した．この概
念は，異なるスケールを含む多様なシステムをシーム
レスに接続することで異なる時空間レベルの変化を同
時に捉えることができると考えられ，化学や材料科学
などのあらゆる分野で有用であるとされている 5)．
本稿で対象とする多様なサブシステムを含む社会シ
ステムにおいても，個人行動モデルなどのミクロモデ
ルから政策・経済評価などのマクロモデル，その間の産
業構造などのメゾモデルをマルチスケールモデリング
の概念に基づきシームレスに接続することにより，異
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なる時空間レベルの意思決定主体の相互作用を考慮し，
各スケール別に加え社会システム全体の挙動の解析が
可能となる．一方，社会システムにマルチスケールモ
デリングを適用するためには，システムに混在する異
なる時空間レベルの意思決定主体を体系化し，複数の
意思決定モデルを統合する仕組みが必要となる．

2.2 フレームワークを用いた意思決定主体の体系化
SoS構造を持ち，時空間レベルの異なる様々なサブシ
ステムを包含している社会システムのモデル化に必要と
なる意思決定主体の体系化に対し，我々はDeLaurentis
らによって提案されたフレームワーク 6)を用いたシス
テム構成要素の整理を行う．以下にその手順を述べる．

Step1 システムの構成要素を以下の 4種類に分類する．

� Resources：システムの物理的な要素

� Operations：物理的な要素の活動ポリシー・手順

� Economics：市場経済における非物理的な要素

� Policy：各要素に影響を与える政策

Step2 各カテゴリ内における構成要素を時空間レベル
の相対的な位置で数種類の階層に分類する．

以上の手順によりシステム構成要素の整理を行うこ
とで様々なレベルの意思決定主体の存在を把握できる．

2.3 異なるレベルの意思決定主体の統合的モデル化
2.2節で述べた意思決定主体の体系化により，対象シ
ステムに異なる時空間レベルの意思決定主体が複数含
まれることが判明した場合，それぞれの主体に適した
モデリング手法を適用する．社会システムのモデル化
で主に用いられる手法とその特徴を以下に述べる．

� システムダイナミクス（SD：System Dynamics）
ストックとフローという概念を用いて変数の変化のモ
デル化を行う．システム構成要素のマクロ的な因果関
係を記述することができる．

� 離散事象モデル（DEM：Discrete Event Model）
システムを構成する要素の一連の振舞いをプロセスと
してモデル化を行う．時間軸上の離散的な時点で事象
が生起するシステムを扱う．

� エージェントベースモデル（ABM：Agent Based
Model）
「エージェント」と呼ぶ複数の主体を用いてモデル化
を行う．ミクロなエージェントの相互作用による創発
現象とミクロ-マクロリンクが観察できる．

次に適切なモデリング手法を用いてモデル化した各
意思決定主体に対し，各意思決定主体の関係性と時空
間レベルを考慮し各モデルの入力と出力を決定する．最
後に，各意思決定主体のモデルの出力を異なるモデル
の入力とすることにより，複数のモデルをシームレス
に接続でき，統合モデル化によるマルチスケールモデ
リングが完成する．
3 新興感染症問題への適用
前章で述べた複数の意思決定主体の統合モデル化に
よるマルチスケールモデリングを，喫緊の社会課題で
あるCOVID-19をはじめとした新興感染症が蔓延して
いる都市を想定した社会システムに適用し，様々な意思
決定主体間の相互作用がシステムに与える影響に着目
して解析を行う．感染症流行の長期化により感染症の
抑制と経済活動をいかに両立させるかが重要であり，証
拠に基づく政策立案（EBPM：Evidence Based Policy
Making）が求められる．新興感染症に関連する問題に
はレベルの異なる様々な意思決定主体が関わっており，
マルチスケールモデリングにより各意思決定主体をモ
デル化することでシステムの挙動を包括的に分析する．

3.1 対象都市
日本における小規模の都市を対象とし，対象都市か
らの人口流出と他都市からの人口流入はないと仮定す
る．対象都市では多様な属性を持つ人々が社会生活を
営んでおり，新興感染症が流行すると仮定する．世帯
構成復元手法を使って全国の市町村人口を推定した合
成人口データ 7)を用いて対象都市の詳細なモデル化を
行う．

3.2 意思決定主体の体系化
対象システムに対し 2.2節で説明したフレームワーク
を用いてシステム構成要素の整理を行った結果をTable
1に示す．表中において α，β，γ の順にシステム構成
要素の時間的・空間的な影響範囲が大きくなる．Table
1のResourcesに着目し，αレベルのヒト，βレベルの
各施設，γ レベルの自治体という様々なレベルの意思
決定主体の存在を抽出した．

3.3 異なる時空間レベルの意思決定主体のモデル化
とその統合

本稿では 3.2節で体系化された意思決定主体のうち，
ヒトと自治体についてモデル化を行うこととする．
ヒトは社会システムにおいてミクロな主体であり，相
互作用によりボトムアップ的に創発現象を発生させる
ことが特徴であることからエージェントベースモデリ
ングによりモデル化を行う．

Table 1: フレームワークを用いたシステム構成要素の整理
Resources Operations Economics Policy

γ 自治体 自治体の運用
予算
政策に係る費用

経済政策
感染抑制政策

β
会社，学校
店舗，病院

施設の運営
施設の管理

予算
利益
運営費

時短営業
休校措置

α
ヒト, 病床
ワクチン
特効薬

人々の行動
医療物資の管理

消費金額
人件費
医療費

外出自粛
テレワーク
ワクチン接種
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Fig. 2: 新興感染症問題における統合モデル

一方，自治体はマクロな変数を基に意思決定を行い，
社会システムに対してトップダウン的に影響を及ぼす
ことが特徴であることからシステムダイナミクスによ
りモデル化を行う．なお，β レベルの各施設について
は，ヒトが利用する場所であるためエージェントベー
スモデルの環境としてモデルに導入する．
それぞれモデル化を行った後，Fig. 2に示すように，
エージェントベースモデルの出力である感染・経済状
況をシステムダイナミクスモデルの入力とし，システ
ムダイナミクスモデルの出力である政策をエージェン
トベースモデルの入力とすることで 2つのモデルを統
合する．以降で各モデルとその統合について具体的に
述べる．

3.3.1 エージェントベースモデリングによるヒトの意
思決定と環境のモデル化

ヒトの意思決定及び周囲の環境をエージェントベー
スモデリングによりモデル化する．

仮想都市内の施設
仮想都市には小学校区を想定したエリアが複数あり，
エリア内に世帯，学校，事業所が存在し，事業所のうち
ヒトエージェントがお金を消費する場所を店舗とする．

ヒトエージェントの種類
合成人口データが持つ属性のうち雇用形態と年齢に
よりヒトエージェントを以下の 4種類に分類する．

� 正規雇用者：雇用形態が一般労働者である者

� 非正規雇用者：雇用形態が短時間労働者または臨
時労働者であり年齢が 19歳以上である者

� 学生：一般労働者でなく年齢が 7歳から 18歳であ
る者

� その他：正規雇用者，非正規雇用者，学生でない者

Fig. 3: ヒトエージェントの行動フロー

ヒトエージェントの行動
ヒトエージェントの 1日の行動フローを Fig. 3に示
す．ヒトエージェントは起床し自宅に滞在した後，感
染状態でない場合，複数の目的地に出かけるものとす
る．ここでヒトエージェントは，その属性によりあら
かじめ行くことができる場所が定められており，正規
雇用者・非正規雇用者は職場である事業所と店舗，学
生は学校，その他は店舗である．行くことができる場
所ごとに外出率 orと場所別の確率 rの積により目的地
とするかどうかを判定する．1つ以上の目的地を持つ
ヒトエージェントは外出し，全ての目的地を訪れ，滞
在した後帰宅する．正規雇用者・非正規雇用者・その
他のうち 19歳以上の者は店舗において消費活動を行い
1回あたり c円消費する．

感染伝播
ヒトエージェントは，感染症流行の数理モデルであ
る SEIRモデル 8)に従い未感染，潜伏，感染，回復の 4
つの状態を持つ．他のヒトエージェントへの感染力は感
染状態になる 3日前から回復状態に遷移するまで持ち，
自宅及び外出先で定められた確率（=接触率 cr ∗伝播
率 tr）により感染伝播する．Fig. 3に示すように感染
状態のヒトエージェントは外出せず，感染伝播を起こ
さない隔離状態か同居するヒトエージェントに対して
感染伝播を起こす自宅療養となる．

3.3.2 システムダイナミクスによる自治体の意思決定
のモデル化

自治体の意思決定をシステムダイナミクスによりモ
デル化する．

自治体の基本方針
対象システムにおける自治体は，新興感染症の拡大
抑制と経済活動の促進という相反する政策に対するバ
ランスの取れた施策の実施を目指すものとする．感染・
経済状況により感染抑制・経済促進に対する重要度が
蓄積し，この重要度に対応して各政策の強さが決まる．
また都市内の感染・経済状況が各重要度に反映される

- 68 -



Fig. 4: ストック・フロー図

時間は遅延時間により変化し，重要度は時間経過によ
り減少するものとする．

定式化
感染抑制・経済促進に対する重要度をシステムダイ
ナミクスのストックとして Fig. 4に示すモデルを構築
し，以下のように定式化する．

dInfection(t)

dt
= iInflow(t− delayT ime)

− iOutflow(t)

(1)

iInflow(t) = iIndicator(t) (2)

iOutflow(t) = Infection(t) ∗ decreaseRate (3)

dEconomy(t)

dt
= eInflow(t− delayT ime)

− eOutflow(t)

(4)

eInflow(t) = eIndicator(t) (5)

eOutflow(t) = Economy(t) ∗ decreaseRate (6)

iPolicy(t) =
Infection(t)

maximum
(7)

ePolicy(t) =
Economy(t)

maximum
(8)

Infection(0) = 0 (9)

Economy(0) = 0 (10)

� Infection：感染抑制の重要度
� Economy：経済促進の重要度
� iInflow：Infectionのインフロー
� iOutflow：Infectionのアウトフロー
� eInflow：Economyのインフロー
� eOutflow：Economyのアウトフロー

� iIndicator：感染状況指標
� eIndicator：経済状況指標
� iPolicy：感染抑制政策の強さ
� ePolicy：経済促進政策の強さ
� delayT ime：遅延時間
� decreaseRate：重要度の減少率
� maximum：重要度の最大値
� t：時間

(1)式は Infectionの単位時間あたりの変化量を表し，
iInflowは現時刻から delayT ime前の値を用いる．(2)
式と (3) 式は，Infection のインフローは感染状況指
標により決まり，アウトフローは Infectionの定数倍
であることを表す．(4)式はEconomyの単位時間あた
りの変化量を表し，eInflowは現時刻から delayT ime
前の値を用いる．(5)式と (6)式は，Economyのイン
フローは経済状況指標により決まり，アウトフローは
Economy の定数倍であることを表す．(7)式と (8)式
は政策の強さが重要度の最大値に対する現在の重要度
の大きさで決まることを表す．(9)式と (10)式は各重
要度の初期値は 0であることを表す．

3.3.3 2つのモデルの統合
前項までに構築したエージェントベースモデルによ
るヒトの意思決定モデルとシステムダイナミクスによ
る自治体の意思決定モデルを統合するために，ヒトと
自治体の関係性を考慮し 2つのモデルの入出力を決定
する必要がある．各モデルの入出力を Table 2に示す．
全ヒトエージェントの行動の結果であり都市全体に関
する変数である感染者数や消費金額が ABモデルの出
力であり SDモデルの入力となる．一方，自治体の意
思決定の結果であり個々のヒトエージェントの行動に
影響を与える政策が SDモデルの出力であり ABモデ
ルの入力となる．
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Table 2: 各モデルの入力と出力
ABモデル SDモデル

入力
政策によって
変化するパラメータ
(or, rst, c)

感染・経済状況
(iIndicator, eIndicator)

出力
感染者数 (NI)
消費金額 (CA)

政策の強さ
(iPolicy, ePolicy)

2つのモデルは同時に動作し動的に入出力データを
やり取りできるものとし，一方のモデルの出力を他方
のモデルの入力とすることで 2つのモデルが統合でき
る．以降で ABモデルから SDモデルと SDモデルか
ら ABモデルの両方向の入出力データのやり取りにつ
いて具体的に述べる．

ABモデルから SDモデル
ABモデルの出力である感染・経済状況が SDモデル
の入力となり自治体の意思決定に影響を与える．自治
体が想定する最悪な状況での感染者数に対する新規感
染者数の大きさを感染状況を表す指標として定義した
(11)式を用いる．また自治体が許容できる消費金額の
減少額に対する通常時と現在の消費金額の差の大きさ
を経済状況を表す指標として定義した (12)式を用いる．

iIndicator(t) =
NI(t)

iStandard
(11)

eIndicator(t) =

max

{
eStadard− CA(t)

eStandard ∗ lossRate
, 0

}
(12)

� NI：日ごとの新規感染者数
� CA：日ごとの全ヒトエージェントの消費金額
� iStandard：新規感染者数の基準値
� eStandard：消費金額の基準値（通常時の消費金額）
� lossRate：許容できる消費金額の減少率

SDモデルからABモデル
SDモデルの出力である政策がABモデルの入力とな
り人々の意思決定に影響を与える．
感染抑制政策はヒトエージェントの外出率に影響を与
え，政策が強くなると (13)式で定義したヒトエージェ
ントの外出率が小さくなる．

or(t) = (1− iPolicy(t)) ∗ or0 (13)

� or0：外出率の基準値

経済促進政策はヒトエージェントが店舗へ行く確率
とそこで消費する金額に影響を与え，政策が強くなる
と (14)式，(15)式で定義したヒトエージェントの店舗
へ行く確率と消費金額が大きくなる．

rst(t) = (1 + ePolicy(t)) ∗ rst0 (14)

c(t) = (1 + ePolicy(t)) ∗ c0 (15)

� rst：ヒトエージェントが店舗へ行く確率
� rst0：店舗へ行く確率の基準値
� c：ヒトエージェントが 1回に消費する金額
� c0：1回に消費する金額の基準値

以上の定式化によりエージェントベースモデルとシ
ステムダイナミクスモデルの統合モデルが実現できる．

シミュレーションの評価指標として，感染者数，消費
金額だけでなくヒトと自治体の相互作用に着目して解
析を行うため，自治体の重要度 (Infection,Economy)
及びヒトエージェントの場所別訪問回数も用いる．

4 計算機実験
前章で述べたモデルを 3つのモデリング手法（SD，

DEM，ABM）を 1 つのモデル内で自由に組合せシ
ミュレーションを行うことが可能なモデリングツール
AnyLogic9)を用いて，ヒトと自治体という異なるレベ
ルの主体の意思決定の変化がシステム並びに先に定義
した評価指標にどのような影響を与えるかについて解
析する．対象都市は兵庫県芦屋市とした．

4.1 ABモデルに関する条件

芦屋市に関する条件は芦屋市統計書（平成 27 年度
版）10) および合成人口データ 7) から以下のように設
定した．

� エリア数 Q：8

� 世帯数 R：40102

� 人口 P：90244人
� 事業所数W：3111

� 店舗数 S：1530

� 小学校数 E：8

� 中学校数 J：3

� 高校数H：3

仮想都市内で流行する新興感染症に関する条件は以
下のように設定した．

� 平均潜伏期間 ET：5日
� 平均感染期間 IT：10日
� 伝播率 tr：0.1

� 家庭内接触率 crhh：0.4

� 学校内接触率 crsc：0.01

� 職場内接触率 crwp：0.07

� 店舗内接触率 crst：0.09

� 初期潜伏状態者数：10人

ET，IT，trはCOVID-19を対象としたシミュレーショ
ン研究 11) を参考に，その他の条件については予備実
験を行い各場所で一定程度感染者数が発生するように
設定した．
ヒトエージェントの外出率の基準値 or0は 1，1回に
消費する金額の基準値 c0はU[1000,10000]とし，種類・
場所別の訪問確率は全国都市交通特性調査 12) を参考
に Table 3のように設定した．

Table 3: 種類・場所別の訪問確率
職場 (rwp) 店舗 (rst0) 学校 (rsc)

正規雇用者 0.77 0.18 0
非正規雇用者 0.62 0.29 0
学生 0 0 1
その他 0 0.52 0
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4.2 SDモデルに関する条件
SDモデルのパラメータは以下のように設定した．

� 遅延時間 delayT ime：3日
� 重要度の減少率 decreaseRate：0.05

� 重要度の最大値maximum：50

� 新規感染者数の基準値 iStandard：50人
� 消費金額の基準値 eStandard：150000000円
� 消費金額の減少率 lossRate：0.2

ここで delayT imeは自治体が現在の情報を取得するま
での時間を想定している．

4.3 実験結果
シミュレーション日数を 500日としシミュレーショ

ンの試行回数は 100回とした．Table 4に総感染者数
と総消費金額の平均と標準偏差を，Fig. 5に各試行の
結果（総感染者数, 総消費金額）の散布図を示す．

Table 4: 総感染者数と総消費金額（100試行平均）
Avg. S.D.

総感染者数 (人) 6315.7 3426.3

総消費金額 (円) 7.22×1010 0.20×1010

Fig. 5: 各試行の結果

Table 4及び Fig. 5から結果にばらつきがあり，総
感染者数が大きい試行において総消費金額が小さいこ
とが分かる．また Fig. 5の A (4000, 7.3× 1010)及び
B (10000, 7.0× 1010)付近に結果が集中していること
が分かる．
結果が集中している部分の特徴を解析するために，A
及び Bのピーク時感染者数と 100日目までの感染者数
（総数及び学校発生数）の平均をTable 5に示す．また，
A及び Bのある試行の新規感染者数と消費金額の推移
を Fig. 6に示す．Fig. 6よりAではピーク時感染者数
が 229人である大きな波が 1回，Bではピーク時感染
者数が 100人前後である小さい波が複数回発生してい
ることが分かる．また，Table 5からもAではピーク時
感染者数が大きく，総感染者数の大半が第一波に発生
していることが分かる．これは Table 5の学校での感
染者数から分かるように，学校にて感染爆発が発生し，
その結果自治体の感染抑制政策が極端に強くなること
で感染者数の波が 1回で収束しているからである．一
方，Bでは学校での感染が比較的小規模であり，ピー
ク時感染者数が小さいため感染抑制政策が強くなり過
ぎず，再度感染が拡大したと考えられる．よって Aと
比較して Bでは，小さい波ではあるが感染者数が増減

Table 5: ピーク時新規感染者数と 100日目までの感染
者数（総数及び学校発生数）

A B

ピーク時感染者数 215.6 161.4

総感染者数 3899.3 3649.6

学校 1074.8(28%) 764.7(21%)

を繰り返すことで，シミュレーション期間全体で感染
者数が大きくなりそれに従い消費金額が小さくなった
と考えられる．
次に B の状況において，ヒトと自治体の意思
決定の関係性について解析を行うために，重要度
（Infection,Economy）とヒトエージェントの場所別
訪問回数（人口 P の 1%である 902体のヒトエージェ
ントをランダムに抽出し，それらが訪問した回数を合
計した値）を Fig. 7に示す．Fig. 6で示した新規感染
者数が増加するタイミングに同期して，Fig. 7に示し
た感染抑制の重要度 Infectionの値が大きくなってい
ることから，自治体が感染状況に応じて感染抑制の重
要度を上げていることが分かる．さらに，感染抑制政
策が強くなることに合わせて，Fig. 7に示した職場・店
舗・学校への訪問回数が低下したことから，ヒトエー
ジェントの行動が抑制されたことが示唆された．また
ヒトエージェントの行動，特にお金を消費する場であ
る店舗への訪問回数が抑制されることで消費金額が減
少し，それに伴い経済促進の重要度 Economy の値が
大きくなったことから，自治体が現在の経済状況に応
じて経済促進の重要度を上げていることが分かる．そ
れにより Fig. 7の 90日前後から分かるように，職場
や学校と比較して店舗の訪問回数の増加率が高く，経
済促進政策がヒトエージェントの行動に影響を与えて
いる．そしてヒトエージェントの行動が活発になるこ
とで再び感染者数が増加する，というようにヒトと自
治体の相互作用により新規感染者数の増減が繰り返さ
れるといえる．
このようにマルチスケールモデリングを用いたシミュ
レーションにより，新興感染症問題に対して感染者数
などの指標だけでなくヒトと自治体の意思決定基準に
着目した包括的な解析を行うことができる．

5 おわりに
本稿では，複数の意思決定主体を含む社会システム
を適切に設計・解析する社会シミュレーション実現に向
け，複数の意思決定モデルの統合モデル化によるマル
チスケールモデリングを新興感染症蔓延下の都市を対
象に適用した．その結果，自治体の政策と人々の行動
を同時に検討できる結果を得ることができ，複数の異
なる意思決定基準に着目した解析を行うことができた．
今後も引き続き COVID-19問題を対象に，マルチス
ケールモデリングの追求として産業構造や組織レベル
の意思決定モデルの導入を試みるとともに，ワクチン
政策など対象問題の深堀を進めることで，社会システ
ムの制度設計についてより具体的な提案を行うことを
目指す．
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Fig. 6: 新規感染者数と消費金額の推移

Fig. 7: 重要度と場所別訪問回数の推移 (B)
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